
議案第６５号

令 和 ５ 年 度

五所川原市水道事業会計補正予算書



令和５年度五所川原市水道事業会計補正予算（第１号）

（総　　　則）
第１条　令和５年度五所川原市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出）
第２条　令和５年度五所川原市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第４条中「６９４,００１千円」を「６９４,０６５千円」に、
「４４,１０２千円」を「４４,１６６千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　収　　　　入
第１款　資本的収入
第１項

　　　支　　　　出
第１款　資本的支出
第１項

（企業債）
第３条　予算第６条に定めた企業債の限度額を次のように改める。

令和５年６月１６日提出

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

６５５,１７６ 千円 ２９,９００ 千円 ６８５,０７６ 千円
企 業 債 ６２０,３００ 千円 ２９,９００ 千円 ６５０,２００ 千円

１,３４９,１７７ 千円 ２９,９６４ 千円 １,３７９,１４１ 千円
建 設 改 良 費 ９７０,３３７ 千円 ２９,９６４ 千円 １,０００,３０１ 千円

起債の目的 補正前 補正後

水道施設建設事業に充
てるため

６２０，３００千円 ６５０，２００千円

五所川原市長　　佐々木　孝　昌　　



補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書



１ 令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

２ 令和５年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３ 令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和５年度五所川原市水道事業会計補正予算実施計画

(資本的支出）

収 入

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円） 計（千円）

資 本 的 収 入 ６５５,１７６ ２９,９００ ６８５,０７６

企 業 債 ６２０,３００ ２９,９００ ６５０,２００

企 業 債 ６２０,３００ ２９,９００ ６５０,２００

支 出

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円） 計（千円）

資 本 的 支 出 １,３４９,１７７ ２９,９６４ １,３７９,１４１

建 設 改 良 費 ９７０,３３７ ２９,９６４ １,０００,３０１

施 設 費 ８９２,５８１ ２９,９６４ ９２２,５４５



１ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
当 年 度 純 利 益

　　　 減 価 償 却 費
　　　 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 長 期 前 受 金 戻 入 額
　　　 受 取 利 息 及 び 配 当 金
　　　 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
　　　 有 形 固 定 資 産 除 却 費
　　　 未 収 金 の 増 減 額（△は増加）
　　　 未 払 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 た な 卸 資 産 の 増 減 額（△は増加）
　　　 引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
　　　 そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額（△は増加）
　　　 そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額（△は減少）

小 計
　　　 受 取 利 息 及 び 配 当 金
　　　 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
　　　 国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入
　　　 国 庫 補 助 金 等 の 返 還 に よ る 支 出
　　　 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 増 加 額（又は減少額）
 資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

２　令和５年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

６１
４７５,９４８

１,６３０
△４５,５６４

０
６９,４２５
２２,４４０

△４４３
３６,４３７

△４４３
６１５

０
△３７５

５５９,７３１
０

△６９,４２５
４９０,３０６

△９１０,９４９
３４,８７５
△１,３００

△８７７,３７４

６５０,２００
△３７７,５４０

２７２,６６０

△１１４,４０８
１,５４８,４７０
１,４３４,０６２
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３　令和５年度五所川原市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 881,801
減 価 償 却 累 計 額 △ 476,496 405,305
構 築 物 19,963,587
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,907,194 10,056,393
機 械 及 び 装 置 2,273,442
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,552,924 720,518
車 両 運 搬 具 17,960
減 価 償 却 累 計 額 △ 15,956 2,004
工 具 、 器 具 及 び 備 品 75,894
減 価 償 却 累 計 額 △ 70,021 5,873
建 設 仮 勘 定 29,473

有 形 固 定 資 産 合 計 11,559,232
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 5,091
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 5,214
投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 26
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 26
固 定 資 産 合 計 11,564,472

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 1,434,062
未 収 金 194,572
貸 倒 引 当 金 △ 13,153 181,419

貯 蔵 品 28,174
流 動 資 産 合 計 1,643,655
資 産 合 計 13,208,127
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負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,438,399
固 定 負 債 合 計 5,438,399

流 動 負 債
企 業 債 391,307
未 払 金 215,895
引 当 金 12,403
その他流動負債 35,759
流 動 負 債 合 計 655,364

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,387,356
収 益 化 累 計 額 △ 1,257,976
繰 延 収 益 合 計 1,129,380
負 債 合 計 7,223,143

資　　　　本　　　　の　　　　部
資 本 金 4,543,827

剰 余 金
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 871,432
建 設 改 良 積 立 金 525,562
当年度未処分利益剰余金 44,163

利 益 剰 余 金 合 計 1,441,157
剰 余 金 合 計 1,441,157
資 本 合 計 5,984,984
負 債 資 本 合 計 13,208,127



注記
１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　建物　　　　　　　１５～５０年
　　　構築物　　　　　　１０～４０年
　　　機械及び装置　　　　８年
　　　車両運搬具　　　　　５年
　　　工具、器具及び備品　５～１５年
ロ　無形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　ダム使用権　　　　５５年

（３）引当金の計上方法
イ　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　　給付引当金は計上していない。
ロ　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（
　　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３ 長期継続契約に係るリース債務
　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続
契約に係るものは以下の金額である。

　　１年内　　 円
　　１年超 円
　　　計 円

１,３１９,５３８
４８６,０９０

１,８０５,６２８



４ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金１２,０４９千円を取り崩しする予定である。



　　


